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研究成果の概要（和文）：　本研究では、日常的なまちづくりに防災対策を統合した防災まちづくりにおいて、
活動資金を地域資源の活用から確保することで住民が行政に依存せず、主導的に防災まちづくりを進めることが
できる「地域資源活用を通した住民自立型防災まちづくりの手法開発」を目的とした。本研究では、伝統的な地
縁組織やコミュニティ活動が現在も維持されている地方都市型の地区と、伝統的な地域コミュニティ活動がほと
んど失われており、ほぼ地域コミュニティ活動がない現代都市型の地区において調査を進めることで、既存コミ
ュニティ活動を維持する場合と新しいコミュニティ活動を創造する場合とを比較しながら研究を行った。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to develop a method of self-reliant community 
building for disaster prevention town planning through utilization of local resources. This method 
enables residents to take the initiative in disaster prevention community building without depending
 on local governmental supports by securing funds for activities from utilization of local 
resources. In this research, I compared the case of maintaining existing community activities with 
the case of creating new community activities by conducting research in a rural urban area where 
traditional regional organizations and community activities are still maintained, and in a modern 
urban area where traditional community activities are almost lost.

研究分野：まちづくり
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　防災対策は行政主導で実施されることで、一部の地域住民しか参加しないことや、非日常の災害に対する活動
が持続しないという課題があった。本研究では、特に住民が自立的に防災まちづくり活動を行うための資金確保
を地域資源の活用を通して実現する方法を開発する点に特色がある。すでにそれを実現している西宮、新庄を調
査することで、その成果を実証できるところに本研究の大きな意義があると考える。また日本の住民自立型防災
まちづくり研究への貢献だけではなく、防災資金が不足する発展途上国の防災対策として活かされることが期待
できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
阪神淡路大震災や東日本大震災などの歴史的な自然災害の経験から、住民が日常的に防災対
策に参加する必要性が認識されている。最近では、南海トラフ巨大地震や津波発生の危険性から、
地域の防災対策を進めることが喫緊の課題であるが、非日常である災害に対する住民の意識は
日常的には関心が薄く、行政が主導する防災対策には一部の住民が参加するのみに終わってい
ることが多い。また都市部では、地域コミュニティの交流が薄れ、子供が巻き込まれる犯罪や事
故が増えるなど地域の安全性自体が低下している。 
急激に都市化が進むベトナム中部は、増加する交通による事故、経済格差による犯罪の増加など
地域の安全が深刻化している。また、洪水や土砂災害などの自然災害常襲地であるため、伝統的
な地域コミュニティの共助により災害被害を減少してきたが、都市化により伝統的な地域コミ
ュニティ活動実施が減少することで、コミュニティ交流や共助関係が衰退し、地域の安全性が失
われていることが明らかになっている。 
非日常である防災対策を進めるためには、日常的なまちづくりに防災対策の視点を統合する
防災まちづくりが不可欠である。そして、その防災まちづくりの活動に地域住民の参加が不可欠
であることが今までの先行研究から明らかになっているが、現実的にはいくつか課題が残って
いることが今までの申請者による研究により明らかになっている。その課題は、一部の住民しか
参加していない、行政主導により住民は受動的な参加しかしていないなどである。また地域住民
の交流事態が減少している現代社会において、今後どのようにして地域住民が防災まちづくり
に主体的に参加し、地域の安全性を確保できるかが大きな課題であり、その課題解決方法は明ら
かにされていないのが現状である。 
 このような背景の下で、地域資源を活用することで、活動資金を行政や外部からの支援金に依
存せずに、地域づくりの活動費を捻出して住民が主体的に活動を実施している取り組みがある
ことが研究を進める中で明らかになった。 
歴史的に地震や津波被害を受ける和歌山県田辺市新庄地区では、財産区の森林や土地の運用に
よる資金を活用して新庄愛郷会を設立して、自立的な防災対策を進めている。例えば、新庄愛郷
会は地区内の小中学校の高台移転や、防災教育の実施、保安林の設置などを新庄愛郷会の予算で
行っている。また、新庄愛郷会が新庄中学校と進める新庄地震学は防災甲子園で最優秀賞に選ば
れている。 
阪神淡路大震災を経験した西宮市では、地域コミュニティによって形成されている NPO法人
こども環境活動支援協会 (LEAF)が中間組織となって ESD（Education for Sustainable 
Development: 持続可能な発展のための教育）プログラムを開発し、その一環としてエコ＆セー
フティプログラムを開発している。このプログラムの中で、日常の環境活動やまちづくりに、防
災の視点を加え、住民が主体的に防災まちづくりを行う「エココミュニティ会議」を実施してい
る。このプログラムは環境省で ESDモデルとして選定されている（http://esd.leaf.or.jp/）。活動
資金は、西宮市が 1988年から環境学習プログラムの一環として開始した当初は、西宮市役所予
算で実施していたが、阪神淡路大震災後に予算が不足したことで、地域住民と企業等が協力して
NPOを設立して、地域環境を活用した環境学習プログラム等を開発し、その運営により資金を
確保している。 
 
２．研究の目的 
以上のような背景と申請者が近年取り組んできた日本とベトナムのコミュニティ研究や環境
教育と防災教育を含めた ESD研究の成果を踏まえ、本研究では「地域資源活用を通した住民自
立型防災まちづくりの手法開発」を行うことを目的とする。本研究は、伝統的な地縁組織やコミ
ュニティ活動が現在も維持されている地方都市型の地区と、伝統的な地域コミュニティ活動が
ほとんど失われており、ほぼ地域コミュニティ活動がない現代都市型の地区において調査を進
めることで、既存コミュニティ活動を維持する場合と新しいコミュニティ活動を創造する場合
とを比較しながら研究を進める。また日本において研究を進める一方で、日本の経験を踏まえて、
近年急激に都市化が進むベトナムの自然災害常襲地の新しい防災まちづくりの方向性をつくる
べく、ベトナムでも研究を行い、同様な課題をもつアジア諸都市への適用を検討する。調査都市
としては、地方都市型として日本では和歌山県田辺市新庄地区、ベトナムではフエを、そして現
代都市型として日本では西宮、ベトナムではダナンを対象に研究を行う。 
特に本研究では、住民が行政に依存せず自立的に防災まちづくりを行うための資金を、地域資
源の活用から捻出する方法を開発することを主眼に、新庄、西宮で実施している地域資源活用例
を整理し、防災対策費用が不足するアジアの発展途上国で適用可能な方法を導き出す。 

 
３．研究の方法 
平成 29年度 
１）関連基礎情報の収集と分析 
 日本とベトナムにおける統計資料（気象データ、災害統計、国勢センサス）や自治体の活動



報告書や先行研究（防災、ESD、住民参加/自立型まちづくり）など文献資料の分析、行政へ
の聞き取り調査等により、防災対策、住民自立型まちづくりの取り組みの整理を行い、住民
自立型防災まちづくりの理論的枠組みを構築する。 

２）地域社会における防災メカニズムの解明と防災まちづくり手法の構築 
 調査対象地区の地域住民への聞き取りを中心に、過去の災害の発生状況、被災状況、災害対
処行動、災害時と復旧過程での相互扶助行動などから対象地域の防災メカニズムを解明す
る。 

 新庄、西宮で進めている防災まちづくりの取り組みを、各地の行政、新庄愛郷会、新庄中学
校（新庄地震学を実施）、NPO 法人 LEAF、その他関係組織へ聞き取りを行う。 

 新庄、西宮で防災まちづくりを実施する住民と、まちづくりに参加していない住民に対して
アンケート調査を実施、住民の防災対策に関する意識調査を行う。 

 調査対象地区の地域住民への聞き取りを中心に、過去の災害の発生状況、被災状況、災害対
処行動、災害時と復旧過程での相互扶助行動などから対象地域の防災メカニズムを解明し、
実施されている防災まちづくりの効果を評価する。 

 調査結果を基に、防災まちづくり手法を構築する。 
３）地域資源を活用した住民自立型防災まちづくりガイドラインの作成 
 新庄、西宮で構築されている、地域資源を活用した住民自立型まちづくりの資金確保を整理
する。 

 ２）で明らかにになった防災まちづくりの手法とそれを可能にした資金調達システムを整
理し、他地域で実施するための、住民自立型防災まちづくりガイドラインを作成する。 

 
平成 30年度 
４）ガイドラインのベトナムでの実証実験 
 ３）で作成したガイドラインをベトナムのフエとダナンに適用し、パイロット事業を通し
て、実証実験を行う。 

パイロット事業は半年間実施する。事業は、現地行政と大学、NPO 等を連携して実施する。実施
体制は次頁図の通り。 
 
平成 31年度 
５）ベトナム版ガイドラインの作成 
 パイロット事業より、作成したガイドラインの整合性を調べ、必要に応じて修正し、ベトナ
ム版のガイドラインを作成する。 

６）地域特性による住民自立型防災まちづくり相違点の解明 
 本研究調査各地の住民自立型防災まちづくりの方法を比較検討し、日本型、ベトナム型、さ
らには既存のコミュニティ活動が残っている都市と新しい都市の防災まちづくり方法の相
違点を明らかにする。 

７）他地域への適用方法の構築 
 上記の分析を通じて、他地域（タイ、フィジーなどを検討中）への適用方法を構築する。 
 

４．研究成果 
 
本研究では、日常的なまちづくりに防災対策を統合した防災まちづくりにおいて、活動資金を
地域資源の活用から確保することで住民が行政に依存せず、主導的に防災まちづくりを進める
ことができる「地域資源活用を通した住民自立型防災まちづくりの手法開発」を目的とした。本
研究では、伝統的な地縁組織やコミュニティ活動が現在も維持されている地方都市型の地区と、
伝統的な地域コミュニティ活動がほとんど失われており、ほぼ地域コミュニティ活動がない現
代都市型の地区において調査を進めることで、既存コミュニティ活動を維持する場合と新しい
コミュニティ活動を創造する場合とを比較しながら研究を行った。 
 具体的には、地域資源を活用して住民が自立して防災まちづくりを行っている、財産区の森林
や土地の運用により防災まちづくりを進める和歌山県田辺市新庄愛郷会と、自然環境や農園を
活用した ESD プログラムを運用して、住民自立型防災まちづくりを進める西宮市と NPO 法人こ
ども環境活動支援協会の事例から、地域資源を活用した住民自立型防災まちづくりの方法を分
析し、住民自立型防災まちづくりのための地域資源を活用した資金調達システムを検討した。さ
らに調査、検討結果を踏まえ、住民自立型防災まちづくりガイドラインを作成した。 
 作成したガイドラインを用いて、ベトナムのステークホルダーとのワークショップ開催し、ベ
トナム型住民自立型防災まちづくりガイドラインのドラフトを作成した。作成したガイドライ
ンを用いて、ベトナムのフエ市とダナン市でパイロット事業を実施した。パイロット事業の成果
をふまえ、ベトナムにおける住民自立型防災まちづくりガイドラインの修正を行った。パイロッ
ト事業の成果を踏まえ、国際ワークショップを開催し、他地域へのガイドラインの適用方法を検
討した。 
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